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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次 第57期中 第58期中 第59期中 第57期 第58期

会計期間

自 平成24年
   １月１日
至 平成24年
   ６月30日

自 平成25年
   １月１日
至 平成25年
   ６月30日

自 平成26年
   １月１日
至 平成26年
   ６月30日

自 平成24年
   １月１日
至 平成24年
   12月31日

自 平成25年
   １月１日
至 平成25年
   12月31日

売上高 (千円) ― ― 37,195,597 65,690,887 65,437,179

経常利益 (千円) ― ― 1,654,782 2,048,373 1,580,132

中間(当期)純利益 (千円) ― ― 1,131,743 1,261,750 1,026,881

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) ― ― 2,244,000 2,244,000 2,244,000

発行済株式総数 (株) ― ― 15,812,067 17,424,000 15,812,067

純資産額 (千円) ― ― 21,079,773 19,456,574 20,420,091

総資産額 (千円) ― ― 31,474,340 30,703,589 31,938,379

１株当たり純資産額 (円) ― ― 1,333.14 1,227.10 1,287.89

１株当たり中間
(当期)純利益金額

(円) ― ― 71.57 79.76 64.92

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― 79.29 64.44

１株当たり配当額 (円) ― ― 23.35 9.00 8.00

自己資本比率 (％) ― ― 67.0 63.2 63.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― 2,234,541 ― ―

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― △156,972 ― ―

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― △245,563 ― ―

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) ― ― 10,185,441 ― ―

従業員数 (名) ― ― 258 266 262
 

(注) １　売上高には、営業雑収益を含んでおります。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　当社は、第57期中及び第58期中においては四半期報告書を提出しており、中間財務諸表を作成していないた

め、当該期の中間会計期間等に係る主要な経営指標等の推移については、記載しておりません。

４　当社は、第57期及び第58期においては連結財務諸表を作成しているため、また、第59期中においては関連会

社が存在しないため、持分法を適用した場合の投資利益については記載しておりません。

５　第59期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。

６　当社は、第57期及び第58期においては連結キャッシュ・フロー計算書を作成しており、キャッシュ・フロー

計算書は作成していないため、当該期のキャッシュ・フローの経営指標等の推移については、記載しており

ません。
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７　中間連結財務諸表は作成していないため、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移については、

記載しておりません。

８　第59期中における１株当たり配当額（23円35銭）には、現物配当（17円35銭/株）を含んでおります。
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２ 【事業の内容】

当中間会計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容において、重要な変更はあり

ません。

　また、主要な関係会社の異動につきましては、「３ 関係会社の状況」に記載しております。

 
 
３ 【関係会社の状況】

当社は、関東天然瓦斯開発株式会社と共同して、株式移転により平成26年１月６日付で持株会社であるＫ＆Ｏエナ

ジーグループ株式会社を設立し、同社の完全子会社となりました。これにより、関東天然瓦斯開発株式会社は当社の

関係会社に該当しなくなりました。また、同年３月27日付で、当社の連結子会社であったオータキ産業株式会社及び

株式会社房総コンピューターサービスの当社が所有する普通株式の全株式をＫ＆Ｏエナジーグループ株式会社に現物

配当いたしました。これにより、オータキ産業株式会社及び株式会社房総コンピューターサービスも当社の関係会社

に該当しなくなりました。

 
　当中間会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。

会社の名称 住所

資本金

又は出資金

(千円)

主要な事業

の内容

議決権の

被所有割合

(%)

関係内容

(親会社)

Ｋ＆Ｏエナジーグループ(株)
東京都中央区 8,000,000

ガス事業、ヨード・かん水
事業等を行う子会社等の経
営管理及びこれらに附帯又
は関連する一切の事業

100.0
当社と経営指導契約等を締結

しております。
役員の兼任　５名

 

　(注)　有価証券報告書提出会社であります。

 
 
４ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

 平成26年６月30日現在

従業員数(名) 258
 

(注) １　従業員数は、就業人員であります。

２　「従業員数」には、嘱託、パート、検針業務を行う委託社員を含んでおります。なお、派遣社員は含まれて

おりません。

３　当社は単一セグメントのため、セグメント別の記載を省略しております。

　　　　

(2) 労働組合の状況

当社従業員は、オータキ産業株式会社・株式会社房総コンピューターサービスへの出向者並びに関東天然瓦斯開

発株式会社の従業員及びＫ＆Ｏエナジーグループ株式会社・関東建設株式会社への出向者とともに「関東天然瓦斯

開発労働組合」を組織しております。

当該組合は、ユニオンショップ制を採用しており、原則として主任職位以下の従業員全員(嘱託、パート、検針業

務を行う委託社員を除く)が組合員となっております。なお、平成26年６月30日現在の組合員数は261名(うち当社従

業員130名)であります。

　当該組合は、「全国ガス労働組合連合会」に属しております。

　労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

当社は、前年同期においては四半期報告書を提出しており、前中間会計期間の中間財務諸表は作成しておりません。

従って、前中間会計期間との対比は行っておりません。

 
 

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当中間会計期間におけるわが国経済は、消費税率変更の影響はあったものの、企業収益に改善が見られ設備投資

も増加に向かうなど緩やかな回復基調で推移いたしました。

　こうしたなか、当社は引き続き新規需要の獲得に向けて積極的な営業活動に努めてまいりました。

　以下に第59期中間会計期間における業績の概要につきましてご報告いたします。

当中間会計期間のガス販売量につきましては、合計で４億76百万㎥となりました。また、輸入エネルギー価格の

変動や、昨年実施いたしました小口部門の料金改定でガス販売価格が上昇したことなどにより、売上高につきまし

ては371億95百万円となりました。この結果、営業利益につきましては16億29百万円、経常利益につきましては16億

54百万円、中間純利益につきましては11億31百万円となりました。

なお、当社の売上は季節的変動が著しいガス事業によるものであり、その性質上、冬季が需要期であるため、業

績に季節的変動があります。

 

(注)１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　２　本報告書中のガス量は、特に記載のない限りすべて39ＭＪ/㎥換算で表示しております。

 

 

(2) キャッシュ・フローの状況　

当中間会計期間末の「現金及び現金同等物」（以下、「資金」といいます）は、101億85百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間会計期間に得られた資金は22億34百万円となりました。

これは主に「税引前中間純利益」（当中間会計期間17億10百万円）及び「売上債権の増減額」（当中間会計期間11

億36百万円）によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間会計期間に使用した資金は１億56百万円となりました。

これは主に「有形固定資産の取得による支出」（当中間会計期間８億28百万円）、「貸付金の回収による収入」

（当中間会計期間３億90百万円）及び「長期性預金の払戻による収入」（当中間会計期間２億円）によるものであ

ります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間会計期間に使用した資金は２億45百万円となりました。

これは主に「長期借入金の返済による支出」（当中間会計期間１億82百万円）によるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

当社は、ガス事業の単一セグメントでありますので、以下はガス事業について記載しております。

 
(1) 原料ガスの購入実績

当社が販売するガスは全て他社から購入したものであり、生産は行っておりません。当中間会計期間における原

料ガスの購入実績は、次のとおりであります。

区分 当中間会計期間(千㎥)

天然ガス 462,056

オフガス 11,296

計 473,353
 

(注) １．「天然ガス」には、国産天然ガスのほか、ＬＮＧ（液化天然ガス）及びＢＯＧ（ボイルオフガス）が含まれ

ております。

２．「オフガス」は、石油化学工場などで副生されるガスであります。

３．「ＢＯＧ（ボイルオフガス）」は、ＬＮＧを輸送・貯蔵する際に、その一部がタンク内で自然気化したガス

であります。

 

(2) 受注実績

「ガス事業」につきましては、その性質上受注生産は行っておりません。

 

(3) 販売実績

当社は、購入した原料ガスを導管により直接お客さまに販売しております。当中間会計期間における用途別のガ

ス販売実績は、次のとおりであります。

区分

当中間会計期間

販売量（千㎥） 販売高（千円）

 家庭用 46,553 5,526,621

 その他（商業用、工業用、その他） 429,728 30,460,637

計 476,281 35,987,259

 平均調定件数（件） 153,244

 平均調定件数１件当たり販売量（㎥） 3,108.0

 お客さま件数（件） 164,199
 

(注) １　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２　「お客さま件数」は、中間会計期間末ガスメーター取付数であります。

３　「平均調定件数」は、ガス料金の請求対象となった各月末のガスメーター取付数の期中平均であります。

４　原料ガス購入量とガス販売量との差は、期首・期末の在庫増減量、自家使用量及び購入時と販売時における

ガスメーター検針時期並びに温度の差異等により生じる勘定外ガス量によるものであります。

５　上記の販売高に加えて、器具販売収益等1,208,338千円があります。
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６　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先
当中間会計期間

販売高(千円) 割合(％)

五井コーストエナジー（株） 6,519,037 17.5

東京パワーテクノロジー（株） 4,546,936 12.2

出光興産（株） 4,211,412 11.3
 

　　　　　(注)　１　総販売実績に対する割合が100分の10未満である相手先は記載を省略しております。

         　２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

 
３ 【対処すべき課題】

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありま

せん。

 

 

４ 【事業等のリスク】

当中間会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断

に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」につ

いて重要な変更はありません。

 
 
５ 【経営上の重要な契約等】

当社は、平成26年１月６日付で、親会社であるＫ＆Ｏエナジーグループ株式会社との間で経営管理・指導に関する

「経営指導契約」を締結しております。　

 

 
６ 【研究開発活動】

記載すべき研究開発活動はありません。

 

 

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　(１)経営成績の分析

　 ガス販売量

当中間会計期間のガス販売量は、合計で４億76百万㎥となりました。　

　　売上高

当中間会計期間の売上高につきましては、輸入エネルギー価格の変動や、昨年実施いたしました小口部門の料

金改定でガス販売価格が上昇したこと等により371億95百万円となりました。

　　営業利益、経常利益及び中間純利益

この結果、当中間会計期間の営業利益は16億29百万円、経常利益は16億54百万円、中間純利益は11億31百万円

となりました。

 
(２)財政状態の分析

　 貸借対照表

　　　当中間会計期間末の総資産は314億74百万円となりました。

　（固定資産）

「投資有価証券」が前事業年度末に比べ４億３百万円減少したこと等により、当中間会計期間末の固定資産

は、前事業年度末に比べ12億94百万円減少（8.3％減少）し、142億57百万円となりました。

　（流動資産）

「現金及び預金」が前事業年度末に比べ６億31百万円増加したこと等により、当中間会計期間末の流動資産

は、前事業年度末に比べ８億30百万円増加（5.1％増加）の172億17百万円となりました。
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　（固定負債）

約定返済等により「長期借入金」が前事業年度末に比べ１億61百万円減少となったこと等により、当中間会計

期間末の固定負債は、前事業年度末に比べ１億74百万円減少（5.8％減少）の28億34百万円となりました。

　（流動負債）

「未払金」が前事業年度末に比べ４億21百万円減少したこと等により、当中間会計期間末の流動負債は、前事

業年度末に比べ９億49百万円減少（11.2％減少）の75億59百万円となりました。

　（純資産）

　　 中間純利益（11億31百万円）等により、当中間会計期間末の純資産は、前事業年度末と比べ６億59百万円増加

　（3.2％増加）の210億79百万円となりました。

 
　(３)キャッシュ・フローの状況の分析

当中間会計期間末の「現金及び現金同等物」（以下、「資金」といいます）は、101億85百万円となりました。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　　　当中間会計期間に得られた資金は22億34百万円となりました。

これは主に「税引前中間純利益」（当中間会計期間17億10百万円）及び「売上債権の増減額」（当中間会計期

間11億36百万円）によるものであります。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

       当中間会計期間に使用した資金は１億56百万円となりました。

これは主に「有形固定資産の取得による支出」（当中間会計期間８億28百万円）、「貸付金の回収による収

入」（当中間会計期間３億90百万円）及び「長期性預金の払戻による収入」（当中間会計期間２億円）によるも

のであります。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

       当中間会計期間に使用した資金は２億45百万円となりました。

     これは主に「長期借入金の返済による支出」（当中間会計期間１億82百万円）によるものであります。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【主要な設備の状況】

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 
 
２ 【設備の新設、除却等の計画】

当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変更並びに

重要な設備計画の完了はありません。

　また、当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 36,000,000

計 36,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成26年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成26年９月18日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,812,067 15,812,067 ― (注)１，２

計 15,812,067 15,812,067 ― ―
 

(注)　１　当社は、単元株制度を採用しておりません。

　　　２　株式の譲渡制限に関する規定は次のとおりであります。

当社の発行する全部の株式について、会社法第107条第１項第１号に定める内容（いわゆる譲渡制限）を定め

ており、当該株式の譲渡について取締役会の承認を要する旨を定款第９条において定めております。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

当社と関東天然瓦斯開発株式会社は、平成26年１月６日に両社の完全親会社となるＫ＆Ｏエナジーグループ株式

会社を設立いたしました。これに伴い、当社が発行している新株予約権の新株予約権者に対し、当該新株予約権に

代わり、前事業年度末日時点における当該新株予約権と同数（新株予約権の目的となる株式の数は株式移転比率に

応じて調整されております）のＫ＆Ｏエナジーグループ株式会社の新株予約権を平成26年１月６日付で交付してお

ります。このため、該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年６月30日 ― 15,812,067 ― 2,244,000 ― 2,012,990
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(6) 【大株主の状況】

  平成26年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

Ｋ＆Ｏエナジーグループ(株) 東京都中央区日本橋室町２－１－１ 15,812 100.00

計 － 15,812 100.00
 

(注) 平成26年１月６日付の株式移転により、当社はＫ＆Ｏエナジーグループ株式会社の完全子会社となりましたた

め、同日以降の当社の株主は同社のみとなっております。

また、これに伴い、前事業年度末に当社の主要株主であった関東天然瓦斯開発株式会社は、同日付で当社の主

要株主ではなくなりました。

 
(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成26年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

15,812,067
15,812,067 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 15,812,067 ― ―

総株主の議決権 ― 15,812,067 ―
 

 

② 【自己株式等】

該当事項はありません。

 
２ 【株価の推移】

当社株式は非上場でありますので、該当事項はありません。

 

 
３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

 

１　中間財務諸表の作成方法について

(1) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号)

及び「ガス事業会計規則」(昭和29年通商産業省令第15号)に基づいて作成しております。

 

(2) 当社は、前年同期においては四半期報告書を提出しており、前中間会計期間(平成25年１月１日から平成25年６月

30日まで)の中間財務諸表は作成しておりません。従って、前中間会計期間との対比は行っておりません。

 
２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間(平成26年１月１日から平成26年６月30

日まで)の中間財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により中間監査を受けております。

 

３　中間連結財務諸表について

「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省第24号)第５条第２項により、当

社　では子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集団の財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとし

て、中間連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

　　　　資産基準　　　　　0.48%

　　　　売上高基準　　　　0.12%

　　　　利益基準　　　　　0.47%

　　　　利益剰余金基準　　0.27%
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１ 【中間財務諸表等】

(1) 【中間財務諸表】

① 【中間貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成25年12月31日)
当中間会計期間
(平成26年６月30日)

資産の部   

 固定資産   

  有形固定資産   

   供給設備 8,635,969 8,661,741

   業務設備 3,103,739 3,054,203

   建設仮勘定 246,308 157,862

   有形固定資産合計 ※1  11,986,016 ※1  11,873,808

  無形固定資産   

   借地権 26,420 26,420

   ソフトウエア 1,147,177 1,016,158

   その他無形固定資産 58,532 60,924

   無形固定資産合計 1,232,130 1,103,503

  投資その他の資産   

   投資有価証券 744,891 341,806

   関係会社投資 66,000 4,000

   社内長期貸付金 31,220 28,675

   関係会社長期貸付金 409,053 21,135

   出資金 278 278

   長期前払費用 71,451 64,650

   繰延税金資産 677,167 686,153

   その他投資 354,970 154,648

   貸倒引当金 △21,894 △21,522

   投資その他の資産合計 2,333,138 1,279,824

  固定資産合計 15,551,285 14,257,136

 流動資産   

  現金及び預金 2,918,132 3,549,154

  受取手形 13,335 10,395

  売掛金 6,718,411 5,588,350

  関係会社売掛金 19,286 220

  未収入金 104,326 ※4  100,847

  有価証券 6,255,301 2,602,287

  製品 14,561 15,235

  貯蔵品 47,588 51,686

  前払費用 89,922 291,639

  関係会社短期債権 50,886 159

  関係会社預け金 － 4,854,000

  繰延税金資産 49,262 49,262

  その他流動資産 113,333 109,892

  貸倒引当金 △7,255 △5,924

  流動資産合計 16,387,093 17,217,204

 資産合計 31,938,379 31,474,340
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成25年12月31日)
当中間会計期間
(平成26年６月30日)

負債の部   

 固定負債   

  長期借入金 859,000 697,340

  退職給付引当金 1,931,310 1,900,720

  ガスホルダー修繕引当金 174,697 192,936

  その他固定負債 43,644 43,644

  固定負債合計 3,008,651 2,834,640

 流動負債   

  1年以内に期限到来の固定負債 ※2  364,920 ※2  344,120

  買掛金 5,130,709 4,963,659

  短期借入金 277,000 277,000

  未払金 798,642 377,025

  未払費用 202,009 185,712

  未払法人税等 229,138 653,258

  前受金 113,769 99,476

  預り金 47,619 76,165

  関係会社買掛金 654,675 －

  関係会社短期債務 86,305 23,351

  従業員預り金 604,845 560,159

  流動負債合計 8,509,635 7,559,927

 負債合計 11,518,287 10,394,567

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,244,000 2,244,000

  資本剰余金   

   資本準備金 2,012,990 2,012,990

   資本剰余金合計 2,012,990 2,012,990

  利益剰余金   

   利益準備金 131,746 131,746

   その他利益剰余金   

    固定資産圧縮積立金 39,368 37,900

    別途積立金 15,711,000 15,391,000

    繰越利益剰余金 146,039 1,261,629

   利益剰余金合計 16,028,155 16,822,276

  株主資本合計 20,285,145 21,079,266

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 79,030 506

  評価・換算差額等合計 79,030 506

 新株予約権 55,916 －

 純資産合計 20,420,091 21,079,773

負債純資産合計 31,938,379 31,474,340
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② 【中間損益計算書】

          (単位：千円)

          当中間会計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年６月30日)

製品売上  

 ガス売上 ※1  35,987,259

 製品売上合計 35,987,259

売上原価  

 期首たな卸高 14,561

 当期製品仕入高 31,066,382

 当期製品自家使用高 4,344

 期末たな卸高 15,235

 売上原価合計 31,061,364

売上総利益 4,925,894

供給販売費 2,835,371

一般管理費 626,642

事業利益 1,463,880

営業雑収益  

 受注工事収益 401,000

 器具販売収益 714,451

 託送供給収益 90,987

 その他営業雑収益 1,898

 営業雑収益合計 1,208,338

営業雑費用  

 受注工事費用 365,451

 器具販売費用 677,012

 営業雑費用合計 1,042,463

営業利益 1,629,755

営業外収益  

 受取利息 5,327

 有価証券利息 4,783

 受取配当金 7,070

 受取賃貸料 15,507

 雑収入 9,943

 営業外収益合計 42,632

営業外費用  

 支払利息 15,599

 雑支出 2,005

 営業外費用合計 17,605

経常利益 1,654,782

特別利益  

 新株予約権戻入益 55,916

 特別利益合計 55,916

税引前中間純利益 1,710,698

法人税等 ※3  578,955

中間純利益 1,131,743
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③ 【中間株主資本等変動計算書】

 当中間会計期間(自 平成26年１月１日　至 平成26年６月30日)　

(単位：千円)

　

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

当期首残高 2,244,000 2,012,990 2,012,990

当中間期変動額    

固定資産圧縮積立金

の取崩
   

別途積立金の取崩    

剰余金の配当    

中間純利益    

法定実効税率変更に

伴う固定資産圧縮積

立金の増加

   

株主資本以外の項目

の当中間期変動額

(純額)

   

当中間期変動額合計 ― ― ―

当中間期末残高 2,244,000 2,012,990 2,012,990
 

 

 

　

株主資本

利益剰余金

株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計固定資産

圧縮積立金
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 131,746 39,368 15,711,000 146,039 16,028,155 20,285,145

当中間期変動額       

固定資産圧縮積立金

の取崩
 △1,580  1,580 ― ―

別途積立金の取崩   △320,000 320,000 ― ―

剰余金の配当    △337,622 △337,622 △337,622

中間純利益    1,131,743 1,131,743 1,131,743

法定実効税率変更に

伴う固定資産圧縮積

立金の増加

 111  △111 ― ―

株主資本以外の項目

の当中間期変動額

(純額)

      

当中間期変動額合計 ― △1,468 △320,000 1,115,590 794,121 794,121

当中間期末残高 131,746 37,900 15,391,000 1,261,629 16,822,276 21,079,266
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(単位：千円)

　

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 79,030 79,030 55,916 20,420,091

当中間期変動額     

固定資産圧縮積立金

の取崩
   ―

別途積立金の取崩    ―

剰余金の配当    △337,622

中間純利益    1,131,743

法定実効税率変更に

伴う固定資産圧縮積

立金の増加

   ―

株主資本以外の項目

の当中間期変動額

(純額)

△78,524 △78,524 △55,916 △134,440

当中間期変動額合計 △78,524 △78,524 △55,916 659,681

当中間期末残高 506 506 ― 21,079,773
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④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】

          (単位：千円)

          当中間会計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー  

 税引前中間純利益 1,710,698

 減価償却費 821,065

 長期前払費用償却額 6,810

 有形固定資産除却損 5,372

 新株予約権戻入益 △55,916

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,702

 退職給付引当金の増減額（△は減少） △30,590

 受取利息及び受取配当金 △17,180

 支払利息 15,599

 売上債権の増減額（△は増加） 1,136,158

 たな卸資産の増減額（△は増加） △4,770

 仕入債務の増減額（△は減少） △821,726

 未払消費税等の増減額（△は減少） △90,908

 未収消費税等の増減額（△は増加） △39,523

 その他 △230,321

 小計 2,403,065

 利息及び配当金の受取額 18,057

 利息の支払額 △15,281

 法人税等の支払額 △171,299

 営業活動によるキャッシュ・フロー 2,234,541

投資活動によるキャッシュ・フロー  

 有価証券の償還による収入 100,000

 有形固定資産の取得による支出 △828,540

 工事負担金等受入による収入 22,372

 無形固定資産の取得による支出 △45,267

 貸付金の回収による収入 390,463

 長期性預金の払戻による収入 200,000

 その他 3,999

 投資活動によるキャッシュ・フロー △156,972

財務活動によるキャッシュ・フロー  

 長期借入金の返済による支出 △182,460

 配当金の支払額 △63,103

 財務活動によるキャッシュ・フロー △245,563

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,832,005

現金及び現金同等物の期首残高 8,353,436

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※  10,185,441
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

　　　 定率法によっております。

　　　 ただし、建物(建物附属設備を除く)につきましては、定額法によっております。

      なお、耐用年数につきましては、法人税法に基づく方法と同一の基準によっております。

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

　　　 定額法によっております。

　　　 なお、耐用年数につきましては、法人税法に基づく方法と同一の基準によっております。

ただし、自社利用のソフトウエアにつきましては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によってお

ります。

(3) 長期前払費用

　　　 均等額償却しております。

　　　 なお、償却期間につきましては、法人税法に基づく方法と同一の基準によっております。

 

２　資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

①  満期保有目的の債券

　　　 　償却原価法(定額法)

② 子会社株式

　　　  移動平均法に基づく原価法

③  その他有価証券

時価のあるもの

 中間会計期間末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定しております）

時価のないもの

　　　　　移動平均法に基づく原価法

(2) たな卸資産

① 製品

　　　　 総平均法に基づく原価法

　　　　　(貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)

② 貯蔵品

　　　　 主として総平均法に基づく原価法

　　　　　(貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)
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３　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につきましては貸倒実績率法により、貸倒懸念債権及び破産更

生債権等につきましては、個別に債権の回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当中間会計期間末にお

いて発生していると認められる額を計上しております。

 数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

 過去勤務債務については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法

により按分した額を費用処理しております。

(3) ガスホルダー修繕引当金

 球形ガスホルダーの定期修繕費用の支出に備えるため、次回修繕見積額を次回修繕までの期間で均等配分し計上

しております。　　　

 

４　収益及び費用の計上基準

　  ガス売上

　　　検針基準によっております。

 

５　中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

中間キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価格の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ケ月以内に償還期限の到

来する短期投資及び関係会社預け金からなります。

 

６　その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　　　税抜方式によっております。
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(中間貸借対照表関係)

※１ (1)　有形固定資産の減価償却累計額

 
前事業年度

(平成25年12月31日)
当中間会計期間
(平成26年６月30日)

有形固定資産の
減価償却累計額

39,476,761千円 40,109,190千円
 

 

　　　(2) 圧縮記帳

工事負担金等に係る有形固定資産の取得価額の直接圧縮累計額は、下記のとおりであります。

 
前事業年度

(平成25年12月31日)
当中間会計期間
(平成26年６月30日)

供給設備 17,556,057千円 17,581,074千円

業務設備 154,681千円 154,681千円
 

 

※２　「１年以内に期限到来の固定負債」の内訳は、全額長期借入金であります。

 

　３ 保証債務

他社の営業取引上の債務に対する債務保証額は、下記のとおりであります。

 
前事業年度

(平成25年12月31日)
当中間会計期間
(平成26年６月30日)

オータキ産業㈱ 21,046千円 18,976千円
 

 

※４　消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動資産の「未収入金」に含めて表示しております。
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(中間損益計算書関係)

 ※１ 当社の売上の大半は季節的変動が著しい「ガス事業」によるものであり、その性質上、冬季が需要期であるた

め、業績に季節的変動があります。

 
 　２ 減価償却実施額

 
当中間会計期間

(自　平成26年１月１日
 至　平成26年６月30日)

有形固定資産 673,373千円

無形固定資産 147,691千円
 

 
 ※３ 当中間会計期間における税金費用につきましては、簡便法により計算しているため、法人税等調整額は「法人税

等」に含めて表示しております。
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(中間株主資本等変動計算書関係)

当中間会計期間(自 平成26年１月１日 至 平成26年６月30日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 15,812,067 － － 15,812,067
 

　
　  　　（注）　発行済株式数に変動はありません。

 
２ 自己株式に関する事項

　　 該当事項はありません。

 

３ 新株予約権等に関する事項

　　 該当事項はありません。

 

４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　①金銭による配当

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成26年３月26日
定時株主総会

普通株式 63,248 4.00 平成25年12月31日 平成26年３月27日
 

　　　②金銭以外による配当

当社は、議決権割合の100%を保有する株主であるＫ＆Ｏエナジーグループ株式会社に対して、以下のとおり現物

配当を実施しております。

決議 株式の種類
配当財産の
種類

配当財産の
帳簿価額
(千円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発効日

平成26年３月26日
定時株主総会

普通株式 有価証券 62,000 3.92 平成26年３月26日 平成26年３月27日

平成26年４月23日
臨時株主総会

普通株式 有価証券 70,754 4.47 平成26年４月23日 平成26年４月24日

平成26年５月12日
臨時株主総会

普通株式 有価証券 141,619 8.96 平成26年５月12日 平成26年５月13日
 

 
(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成26年８月６日
取締役会

普通株式 利益剰余金 94,872 6.00 平成26年６月30日 平成26年８月26日
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(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 　「現金及び現金同等物の中間期末残高」と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　　　　

 
当中間会計期間

(自 平成26年１月１日
至 平成26年６月30日)

現金及び預金 3,549,154千円

有価証券 2,602,287千円

関係会社預け金 4,854,000千円

計 11,005,441千円

預入期間が３ケ月超の定期預金 △620,000千円

MMF等を除く有価証券 △200,000千円

現金及び現金同等物 10,185,441千円
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(金融商品関係)

金融商品の時価等に関する事項

中間貸借対照表計上額（貸借対照表計上額）、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、

時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注２)を参照ください。)。

 

 前事業年度(平成25年12月31日)　

 
 

貸借対照表計上額
(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 投資有価証券及び有価証券 6,961,601 6,970,156 8,555

(2) 現金及び預金 2,918,132 2,918,132 －

(3) 受取手形 13,335 13,335 －

(4) 売掛金 6,718,411 6,718,411 －

資産計 16,611,480 16,620,035 8,555

(1) 長期借入金(１年内に返済予
定のものを含む）

1,223,920 1,223,391 △528

(2) 買掛金 5,130,709 5,130,709 －

(3) 短期借入金 277,000 277,000 －

(4) 未払金 798,642 798,642 －

(5) 未払法人税等 229,138 229,138 －

(6) 従業員預り金 604,845 604,845 －

負債計 8,264,256 8,263,727 △528
 

 
(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

　資 産

(1) 投資有価証券及び有価証券

　　これらの時価は以下のとおりであります。
　　　　債券：主として取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。
　　　　株式：取引所の価格によっております。
　　　 MMF等：短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
　　　　また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項(有価証券関係)をご覧ください。
 
(2) 現金及び預金、(3) 受取手形、(4)売掛金

　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
 
負 債

(1) 長期借入金(１年以内に返済予定のものを含む)

固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値に
より算定しております。変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映しており、時価は帳簿価額とほぼ等しいと
考えられることから、当該帳簿価額によっております。
 
(2) 買掛金、(3) 短期借入金、(4) 未払金、(5) 未払法人税等

　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
 
　(6) 従業員預り金

　　随時払戻可能であり、返済期限の定めはないため、当該帳簿価額を時価としております。
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当中間会計期間(平成26年６月30日)　

 

 
中間貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 投資有価証券及び有価証券 2,905,502 2,913,006 7,504

(2) 現金及び預金 3,549,154 3,549,154 －

(3) 受取手形 10,395 10,395 －

(4) 売掛金 5,588,350 5,588,350 －

(5) 関係会社預け金 4,854,000 4,854,000 －

資産計 16,907,402 16,914,906 7,504

(1) 長期借入金(１年内に返済予
定のものを含む）

1,041,460 1,040,938 △521

(2) 買掛金 4,963,659 4,963,659 －

(3) 短期借入金 277,000 277,000 －

(4) 未払金 377,025 377,025 －

(5) 未払法人税等 653,258 653,258 －

(6) 従業員預り金 560,159 560,159 －

負債計 7,872,562 7,872,041 △521
 

　

(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資  産

(1) 投資有価証券及び有価証券

　　これらの時価は以下のとおりであります。
　　　　債券：主として取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。
　　　　株式：取引所の価格によっております。
　　　 MMF等：短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
　　　　また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項(有価証券関係)をご覧ください。
 
(2) 現金及び預金、(3) 受取手形、(4)売掛金

　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
 
　(5)関係会社預け金
　　随時払戻可能であり、預入期限の定めはないため、当該帳簿価額を時価としております。
 
負  債

(1) 長期借入金(１年以内に返済予定のものを含む)

固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値に
より算定しております。変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映しており、時価は帳簿価額とほぼ等しいと
考えられることから、当該帳簿価額によっております。
　

(2) 買掛金、(3) 短期借入金、(4) 未払金、(5) 未払法人税等

　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
　
　(6) 従業員預り金
　　随時払戻可能であり、返済期限の定めはないため、当該帳簿価額を時価としております。
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(注２)時価を算定することが極めて困難と認められる金融商品の中間貸借対照表計上額(貸借対照表計上額)

  (単位：千円)

区分 平成25年12月31日 平成26年６月30日

非上場株式 104,591 42,591
 

上記については、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もることが出来ず、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるため、「(1)投資有価証券及び有価証券」には含めておりません。
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(有価証券関係)

１　満期保有目的の債券

　

　前事業年度(平成25年12月31日)

　

区分
貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

時価が貸借対照表計上額を
超えるもの

   

社債 601,772 610,327 8,555

計 601,772 610,327 8,555

時価が貸借対照表計上額を
超えないもの

－ － －

計 － － －

合計 601,772 610,327 8,555
 

 
当中間会計期間(平成26年６月30日)

 

区分
中間貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

時価が中間貸借対照表計上額を
超えるもの

   

社債 501,494 508,999 7,504

計 501,494 508,999 7,504

時価が中間貸借対照表計上額を
超えないもの

－ － －

計 － － －

合計 501,494 508,999 7,504
 

 

２　子会社株式及び関連会社株式

 
前事業年度(平成25年12月31日)

子会社株式(貸借対照表計上額66,000千円)は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる

ことから、記載しておりません。なお、関連会社株式は保有しておりません。

 
当中間会計期間(平成26年６月30日)

子会社株式(中間貸借対照表計上額4,000千円)は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ

ることから、記載しておりません。なお、関連会社株式は保有しておりません。
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３　その他有価証券

 
　前事業年度(平成25年12月31日)

 

区分
貸借対照表計上額

(千円)
取得原価
(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

　株式 243,545 148,948 94,597

計 243,545 148,948 94,597

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

　株式 60,979 67,337 △6,357

 その他 6,055,303 6,055,303 －

計 6,116,283 6,122,640 △6,357

合計 6,359,829 6,271,588 88,240
 

 
当中間会計期間(平成26年６月30日)

　

区分
中間貸借対照表計上額

(千円)
取得原価
(千円)

差額
(千円)

中間貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

 株式 1,720 989 730

計 1,720 989 730

中間貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

 その他 2,402,287 2,402,287 －

計 2,402,287 2,402,287 －

合計 2,404,007 2,403,276 730
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当中間会計期間(自 平成26年１月１日 至 平成26年６月30日)

当社は、ガス事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

当中間会計期間(自 平成26年１月１日 至 平成26年６月30日)

１　製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が中間損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略

しております。

 
２　地域ごとの情報

(1) 売上高

　　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2) 有形固定資産

　　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。　

 

３　主要な顧客ごとの情報

顧客の名称又は氏名
売上高
（千円）

関連するセグメント名

五井コーストエナジー(株) 6,519,037 ガス事業

東京パワーテクノロジー(株) 4,546,936 ガス事業

出光興産（株） 4,211,412 ガス事業
 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当中間会計期間(自 平成26年１月１日 至 平成26年６月30日)

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当中間会計期間(自 平成26年１月１日 至 平成26年６月30日)

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　　当中間会計期間(自 平成26年１月１日 至 平成26年６月30日)

　　　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり純資産額及び算定上の基礎並びに１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

 

項目
前事業年度

(平成25年12月31日)
当中間会計期間
(平成26年６月30日)

(1) １株当たり純資産額 1,287円89銭 1,333円14銭

   (算定上の基礎)   

    純資産の部の合計額(千円) 20,420,091 21,079,773

    純資産の部の合計額から控除する金額(千円) 55,916 －

   (うち新株予約権(千円)) (55,916) (－)

    普通株式に係る中間期末(期末)の純資産額(千円) 20,364,175 21,079,773

    普通株式の発行済株式数(株) 15,812,067 15,812,067

    普通株式の自己株式数(株) － －

    １株当たり純資産額の算定に用いられた
    中間期末(期末)の普通株式の数(株)

15,812,067 15,812,067
 

　

項目
当中間会計期間

(自 平成26年１月１日
至 平成26年６月30日)

(2) １株当たり中間純利益金額 71円57銭

   (算定上の基礎)  

    中間純利益金額(千円) 1,131,743

   普通株主に帰属しない金額(千円) －

    普通株式に係る中間純利益金額(千円) 1,131,743

    普通株式の期中平均株式数(株) 15,812,067
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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(重要な後発事象)

 

　　 　該当事項はありません。
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(2) 【その他】

第59期（平成26年１月１日から平成26年12月31日まで）の中間配当については、平成26年８月６日開催の取締

役会において、平成26年６月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを

決議いたしました。

　①　中間配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　94,872千円

　②　１株当たりの中間配当金　　　　　　　　　　　　　６円00銭

　③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　平成26年８月26日
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第６ 【提出会社の参考情報】

 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

 事業年度　第58期(自 平成25年１月１日　至 平成25年12月31日)　平成26年３月28日　関東財務局長に提出

 
(2) 内部統制報告書及びその添付書類

平成26年３月28日　関東財務局長に提出

 
(3) 臨時報告書

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号及び第４号（親会社及び主要株主の異動）の規定に基づ

く臨時報告書　平成26年１月９日　関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書
 

 

 

平成26年９月17日

大多喜ガス株式会社

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　星　　長　　徹　　也　　㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　土　　肥　　　　真　　　㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる大多喜ガス株式会社の平成26年１月１日から平成26年12月31日までの第59期事業年度の中間会計期間(平成26年１月

１日から平成26年６月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変

動計算書、中間キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

 

中間財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作

成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有

用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を

行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資

者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定

し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続の

一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務

諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続

が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法

人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な

情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに

経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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中間監査意見

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、大多喜ガス株式会社の平成26年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成26年１月

１日から平成26年６月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

※１．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは中間監査の対象には含まれていません。
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